
（平成２１年1月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認和歌山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



和歌山国民年金 事案 302  

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 43 年１月から 44 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月から 44 年３月まで 

国民年金の納付記録を照会したところ、昭和 43 年１月から 44 年３月まで

の期間の納付事実が確認できなかったとの回答をもらいました。当時は婦人

会の人が地区の会館へ集金に来て、母親が家族の保険料を一緒に渡していま

した。 

申立期間において、自分だけが未納ということはあり得ないので、記録の

訂正をお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除いて、国民年金保険料の未納期間はない。 

また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたとする家族については、

申立期間を含めて国民年金保険料をすべて納付済みとなっており、さらに申立

人の兄も「母が家族全員の保険料を婦人会に納付していた。」と証言している

ことから、申立人の保険料だけが未納となっているのは不自然である。 

加えて、社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳（特殊台帳）につ

いて、申立人の名前が誤記されるなど、当時の事務処理が不適切であったこと

がうかがわれる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



和歌山国民年金 事案 303  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から同年５月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①昭和47年１月から50年２月まで 

②昭和50年３月から51年２月まで 

③昭和56年１月から同年５月まで 

社会保険事務所に国民年金保険料納付記録について照会したところ、上記

①の期間が未加入、②及び③の期間が未納となっていた。 

私は、結婚直後に国民年金に加入していたと思っていたのに昭和 50 年３

月に加入したことになっている上、加入直後から未納となっていることは納

得できない。また、③の期間が未納となっているが、56 年８月に厚生年金

保険に加入するまでの期間は、集金人に保険料を納付していた。 

上記のような状況であるので、これらの期間の年金記録の訂正をしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間③について、国民年金に加入後引続き地元婦人会の集金

人に保険料を納付していたと主張しているが、当時、申立人が保険料を未納と

する特段の事情はうかがえず、また、昭和 51 年３月の国民年金加入後は、③

の申立期間を除き未納期間が無いことから、56 年６月 24 日の資格喪失届提出

時点までは保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立人は、申立期間当時、任意加入適用者であり国民年金加入手続の

時点から被保険者資格を得ることとなる。申立人は、昭和 47 年１月の結婚直

後に国民年金に加入したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

51 年５月 29 日に払い出されており、申立期間①及び②について、保険料を納

付していたとは考え難い。 



また、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる事

情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 56 年１月から同年５月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



和歌山国民年金 事案 304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月から 44 年３月まで 

私は、昭和 42 年８月ごろにＡ市町村内で転居したが、集金人が新居の所

在地がわからず集金に来てくれなかったので、申立期間の国民年金保険料が

未納となっていた。しかし、集金人が新居に初めて来た際に、過去の未納の

保険料を預かることができないので、市町村役場へ行くように言われ、保険

料を納めるために市町村役場に行った。当時、市町村役場は工事中であった

ので、仮設の建物で受付をしており、そこで保険料を支払ったように思う。 

以上のとおり、申立期間の保険料は納付しているはずなので納付記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間及び申立人の誤解から納付していなかった９か月を除き、

国民年金保険料をすべて納付しており、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付したことに関する記憶が具体的かつ

鮮明な記憶を有している。 

さらに、①申立人が記憶している当該保険料と納付に必要な保険料額がおお

むね一致していること、②当該保険料を納付したとする時期と特殊台帳におけ

る新居への住所変更記録とが符合すること、③当該保険料を納付したとする市

町村役場は当時増築工事中であったと確認できることなどから、申立内容には

信ぴょう性がある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



和歌山国民年金 事案 305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年４月から 56 年３月までの国民年金保

険料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年３月から平成 10 年 11 月まで 

申立期間については、昭和 55 年２月に経営していたＡ事業所倒産後、国

民年金再加入と、同年３月から 60 歳までの間の国民年金保険料の免除手続

をしたので、加入と免除の手続をしたことを認めて記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年２月にＡ事業所倒産後、Ｂ市町村役場の税務課で税金

免除の手続を行い同時に国民年金の免除申請手続をしたと主張しているが、申

立人のこれら手続に関する記憶は鮮明であり、基本的に信用できる。 

また、Ｂ市町村役場では、当時から必要に応じて、職員が他課のところに出

向いて事務を処理していることもあるとしていることから、昭和 55 年４月か

ら 56 年３月までの期間については、免除申請がなされたものと推認できる。 

一方、申立人は、国民年金の免除申請手続を行ったのはこの１回だけであり、

昭和 56 年４月以降同手続を行った記憶はないとしており、また、申立人の所

持する国民年金手帳及びＢ市町村役場の国民年金被保険者名簿には免除申請

の記録も無く、ほかに申請免除の手続をしたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和55年４月から56年３月までの国民年金保険料については免除されていたも

のと認められる。 



和歌山国民年金 事案 310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年 12 月から 49 年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和47年１月から49年12月まで 

② 昭和53年１月から54年３月まで 

申立期間①については、二十歳になって、しばらくの間はＡ市町村に住む

親が国民年金保険料を納付してくれていた。その後、私がＢ市町村役場Ｃ出

張所で加入手続をし、保険料も納付していた。 

申立期間②についても、私が、Ｄ市町村役場で保険料を納付していた。 

以上のように、保険料を納付しているはずなので、記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①について、Ｅ市町村からＢ市町村へ移転した後、Ｂ市

町村役場Ｃ出張所で国民年金の加入手続をし、保険料を納付していたと主張し

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 47 年 12 月以降、Ｂ市町村役

場で払い出され、申立人の主張どおり、加入手続が行われていたことが確認で

きる。 

また、申立人は国民年金手帳の交付場所や保険料納付方法などを鮮明に記憶

しており、これらの記憶は、当時のＢ市町村役場の国民年金保険料納付方法等

とおおむね合致することから、申立内容には信ぴょう性がある。 

一方、申立人が、昭和 47 年 12 月から 49 年 12 月までの期間を除く申立期間

①及び申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間①について、申立人は、二十歳になった時に、Ａ市町村に住

む両親が国民年金加入手続をして保険料も納付してくれていたと主張してい



るが、当時、申立人の住所はＥ市町村であり、両親がＡ市町村で申立人の国民

年金加入手続をし保険料も納付していたとは考え難い。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立期間②について、申立人は、Ｄ市町村役場で保険料を納付して

いたと主張しているが、申立人の保険料の納付に関する記憶はあいまいである。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和47年12月から49年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



和歌山厚生年金 事案 156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 37 年９月１日に、資格喪失日に係る記録を 38 年８月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年９月１日から 38 年８月１日まで 

Ａ事業所での厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所に照会申

出書を提出したところ、加入記録が無い旨の回答があった。正社員となった

昭和37年９月１日から結婚のため退職した38年８月１日までの期間につい

て厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において申立期間に申立人の氏名は確認できず、整理番号にも欠番は見られ

ない。 

しかしながら、当該事業所が保管する従業員名簿及び社会保険台帳において、

申立人の氏名が記載されており、昭和 37 年９月１日に入社し、38 年８月に退

社していることが確認できる。 

また、当該事業所は社会保険に加入していなければ、社会保険台帳に氏名が

記載される事はないと回答しており、当時の当該事業所の社会保険の加入状況

（内勤社員及び集金員は加入、販売員は未加入）から、内勤社員として勤務し

ていた申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 

さらに、申立人と同じ職場の同僚及び申立人から仕事の引継ぎを受けた同僚

（昭和 38 年８月１日資格取得）からも、申立人は申立期間に内勤社員として



勤務していたとの供述を得ており、当該同僚は厚生年金保険被保険者記録が確

認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人について、昭和 37 年９月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得し、38 年８月１日に資格を喪失したものとすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該事業所が保管していた従業

員名簿により申立人の給与が 9,800 円であったことが確認できることから、１

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主には確認できる当時の資料が無いものの、申立期間の被保険者名簿の整理番

号に欠番が見られないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われ

たとは考えられない。また、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得

届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出されていると思

われるところ、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所への資格の得喪に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

37 年９月から 38 年７月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



和歌山厚生年金 事案 166 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年７月１日から 36 年２月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を昭和 34

年７月１日に、資格喪失日に係る記録を 36 年２月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月１日から 36 年２月１日まで 

老齢年金裁定請求時に申立期間の加入記録が無いとの回答があったが、私

は、高校卒業後洋裁学校へ通っている時、Ａ事業所で職員の募集があり応募

し採用された。仕事の内容は、出荷したその日の売り上げの計算等であり、

職員であったことに間違いがないので厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立てに係る事業所で勤務していたことは、申立人の鮮明な記憶

及び時期が多少異なるものの同じ業務に従事していた同僚３人の供述から推

認することができ、当該同僚全員は厚生年金保険被保険者としての加入記録が

存在する。 

また、申立人と当該同僚全員が同じ条件で勤務していたことは、当該同僚の

ほか、当時一緒に勤務していた業務が異なる他の同僚も供述している。 

さらに、そのうちの１人は、申立人は昭和 34 年４月１日に入社し、入社当

初は異なる仕事をしていたが当該同僚自身が辞める（昭和34年４月30日退社）

ことで引継ぎをしたと供述しており、別の同僚は、申立人がＢ事業所（昭和

36 年３月１日入社）へ就職するために辞めたことを記憶していたことから申

立期間に勤務していたことは相違ないものと推認することができるものの、当



該同僚全員が、入社当初試用期間が３か月ほどあり、その間は厚生年金保険に

加入していなかったと供述している。 

加えて、申立人が供述した当時の当該事業所の従業員数と社会保険事務所の

記録上の厚生年金保険被保険者数がおおむね一致するため、当時、当該事業所

においては、ほぼすべての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年７月

１日から 36 年２月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前任者である同僚の標準報酬月

額の記録から判断すると、4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、確認できる関連資料及び周辺事情は無いものの、申立期間の

被保険者名簿の整理番号に欠番が見られないことから、申立人に係る社会保険

事務所の記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る

被保険者資格取得届が提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎

届や被保険者資格の喪失届も提出されていると思われるところ、いずれの機会

においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事

業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 34 年７月から 36 年１月までの

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 34 年４月から６月までの期間については、申

立人及び同僚等の供述から試用期間があったものと推認され、当該期間につい

ての厚生年金保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情も無いことから、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



和歌山国民年金 事案 306 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和62年１月から平成２年10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年１月から平成２年10月まで 

申立期間当時、私は、Ａ国に留学しており、オートバイに乗っていたので、

万が一事故で私が障害を負ったときのことを考え、父が国民年金に加入手続

し、保険料を納付してくれていたと、母から聞いていた。 

しかし、年金記録を照会したところ、父がかけてくれていた期間の国民年

金の納付記録が無く、納得できないので、記録の訂正を申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父が、申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成２年 12 月 14 日に払い出され

ており、その時点では、申立期間の一部は時効により納付できない期間であり、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

さらに、市町村役場が保管している申立人の被保険者記録において、20 歳

到達以降平成２年11月20日付で国民年金に加入するまで未加入期間とされて

いることから、申立人が留学していた事情を知っている申立人の父が、この時

初めて、申立人の国民年金への加入手続をしたと推認される。 

加えて、申立人の国民年金保険料の納付は平成２年 12 月より当月月末に口

座引落されており、加入当初である 11 月の保険料については、３年１月９日

に別途納付された形跡があることからも、申立人の父は、２年 11 月に申立人

の国民年金への加入手続及び保険料の口座振替開始手続をしたと推認される。 

なお、申立人自身は、国民年金への加入手続や申立期間に係る保険料の納付



に関与しておらず、実際に携わっていた申立人の父からも証言を得られないた

め、申立人の国民年金への加入状況や納付状況は不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 307  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和44年４月から45年３月までの期間及び45年４月から46年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年４月から 45 年３月まで 

② 昭和 45 年４月から 46 年３月まで 

国民年金納付記録の照会申出書を提出したところ、申立期間①については

納付事実が確認できず、申立期間②については申請免除となっているとの回

答をもらった。 

昭和 44 年４月２日（婚姻届提出は昭和 44 年５月 24 日）に結婚し、Ａ市

町村Ｂ地区に住むようになった。当時は、夫は、会社勤務で厚生年金保険に

加入しており、国民年金保険料を納付できないような状況ではなく、したが

って、免除申請をする必要もなかった。 

以上のような状況であるので、納付記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金への加入手続及び申立期間に係る納付状況について

の記憶はあいまいであり、ほかに有力な証言も得られない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 308 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 45 年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

また、申立人の昭和 59 年５月から 60 年１月までの国民年金保険料について

は、未加入であったものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 45 年２月まで 

② 昭和 59 年５月から 60 年１月まで 

申立期間①の国民年金保険料については、昭和 45 年９月 18 日にＡ市町村

役場Ｂ出張所において、特例納付した。領収書等の証拠書類は無いが納付し

たのは間違いないので、納付記録を訂正してほしい。 

また、申立期間②の国民年金保険料については、当時のＣ市町村役場Ｄ支

所の窓口係が、「貴方は第３号被保険者で年金はかからない。」旨指導し、保

険料を受け取ってもらえなかったため納付できなかったので、未加入と納付

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年９月 18 日にＡ市町村役場Ｂ出張所において、申立期間

①に係る国民年金保険料として８、９万円を一括で特例納付したと主張してい

るが、特例納付したとする金額は、実際に必要な金額と比較すると差異がある

上、納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）はなく、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金被保険者資格取得年月日は、昭和 45 年９月 18 日で

あり、申立期間①については国民年金に未加入とされている。 

さらに、申立期間②について、申立人は、昭和 59 年当時、市町村役場の係

員が国民年金保険料を受け取らなかったと主張しているが、この係員は 56 年

３月に市町村役場を退職しており、ほかに有力な証言も得られない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできず、また、申立期間②が国民年金に未加入であったものと認めることも

できない。 



和歌山国民年金 事案 309 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から 62 年１月までの国民年金の保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男（死亡）  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 62 年１月まで 

申立期間の国民年金保険料については、申立人の妻が、昭和 62 年１月に

勤めていた工場を退職して間もなく支払われた退職金をもとに、時期ははっ

きりしないが、Ａ市町村役場住民課の窓口で 45 万円程度をさかのぼって納

付したので、領収書等の証拠書類は無いが、納付記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を、昭和 62 年１月に申立人の妻がそ

れまで勤めていた工場を退職した際に支払われた退職金をもとに、Ａ市町村役

場住民課の窓口で 45 万円程度をさかのぼって納付したとしているが、納付し

たことを確認できる関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに有力な

証言も得られない。 

また、申立人の妻は、Ａ市町村役場住民課の職員へ国民年金保険料を納付し

その職員を知っているとしているものの、職員の氏名を明言せず、保険料の納

付時期もはっきりとは覚えていないとするなど、その記憶はあいまいである。 

さらに、申立期間に係る国民年金保険料の納付に必要な金額と、申立人が納

付したとする金額とには、かなりの差異がある。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山厚生年金 事案 157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年３月16日から同年12月30日まで 

② 昭和43年１月４日から45年４月21日まで 

年金記録を照会したところ、昭和 42 年３月から 45 年４月までの厚生年金

加入期間について、45 年８月に脱退手当金として支給済みであるとの回答

を得た。これまで、脱退手当金について、自分自身が請求した記憶も、その

一時金を受け取った記憶も無いことから、当該期間について年金支給の基礎

となる期間として記録の訂正を申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ事業所を、同時期に退職した同僚も申立人と同様に

脱退手当金の受給記録が確認できる。 

また、申立人と同時期に、脱退手当金を受給した他の同僚は、退職の際に会

社から脱退手当金の説明はなかったが、退職後に一時金が受給できる旨のハガ

キが届き、脱退手当金の制度に関する認識もなく受給してしまったと供述して

いる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味

する「脱退」の押印がある上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日の約４か月後の昭和 45 年８

月 24 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 12 月１日から 35 年 12 月１日まで 

私は、昭和34年12月１日にＡ事業所を辞めすぐにＢ事業所で勤務したが、

厚生年金保険の期間照会をしたところ、35 年 12 月１日に厚生年金保険に加

入したことになっていた。給与明細書等は無いが、私の記憶に間違いはない

ので、記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ事業所（Ｂ事業所と合併）から提出された昭和 35 年度臨時工索引名簿で、

申立人が昭和 34 年 12 月 29 日にＢ事業所に採用されたことは確認できるが、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、Ｃ事業所から提出された被保険者台帳と社会保険庁が保管する被保険

者台帳とを見ると、申立人の厚生年金保険の資格取得日(昭和 35 年 12 月１日)

及び資格喪失日(昭和 38 年 12 月 28 日)は同一であり、資格取得日が申立人と

同じ同僚に聞き取り調査を行ったところ、当時のＢ事業所は、入社時には厚生

年金保険に加入してくれなかったと供述している。 

さらに、現在のＣ事業所担当者は「Ｂ事業所は、従業員を採用後、臨時工か

ら本工採用になり、その２か月から３か月後に厚生年金保険に加入させており、

その間は厚生年金保険料を控除していない。」と供述しており、事業所保管の

名簿から申立期間当時、申立人は臨時工であったことが確認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 159  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

    

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 20 年８月まで 

Ａ高等女学校（現在は、Ｂ高等学校）３年在学中に、学徒動員によりＣ事

業所に勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ高等女学校に在学し、学徒動員されていたことはＢ高等学校の回

答により推認できるが、勤労動員学徒については、労働者年金保険法施行令（昭

和 16 年勅令第 1250 号）第 10 条第３号及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５

月 29 日）により、労働者年金保険（現厚生年金保険）の被保険者には該当し

ない取扱いとなっている。 

また、厚生省保険局長通牒
ちょう

「学徒勤労動員ニ伴ウ学徒ノ被保険者資格ニ関

スル件」（昭和 19 年５月 22 日付け保発第 334 号）により、勤労動員学徒につ

いては、健康保険法における事業所に使用される者と解することは適当である

が、労働者年金保険法における被保険者には該当しない取扱いとなっている。 

なお、学徒勤労令（昭和 19 年８月 23 日勅令 518 号）及び学徒勤労令施行規

則（昭和 19 年８月 23 日文部、厚生、軍需省令）においても、学徒勤労を受け

る者が負担する経費として厚生年金保険料は規定されていない。 

このほか、申立てに係る事業所は申立人の厚生年金保険の資格に関する届出

及び保険料の納付を行っていないと回答している。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31 年８月から 34 年９月まで 

Ａ事業所で勤めた期間について、厚生年金保険の期間照会の申出をしたと

ころ、該当記録なしという回答をもらった。昭和 31 年２月にＢ事業所を退

職し、34 年 10 月からＣ事業所に勤務するまでの間、Ａ事業所Ｄ支店で勤務

していた。当時の同僚との写真、記念品等も所持しており、勤務していたの

は間違いのない事実である。同僚達は、現在Ａ事業所での期間の厚生年金保

険を受給しており、私だけが受給できないのはおかしい。どうしても納得い

かないので第三者委員会に申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ事業所は、現存していないため、申立てに係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

また、申立人が営業社員として勤務していた当時、「内勤社員は厚生年金保

険に加入していたが、営業社員は、昭和 35 年以降に労働組合が設立されるま

で未加入だった。」と上司及び同僚が供述している。 

さらに、申立人の記憶する上司及び同僚の申立期間における、内勤社員であ

った同僚の厚生年金保険被保険者記録は確認できるが、申立人と同じ営業社員

の厚生年金保険被保険者記録は、労働組合が設立されたとされる昭和 35 年以

降の同年７月１日に資格取得されていることが確認できる。 

加えて、社会保険事務所が保管するＡ事業所のＤ支店及びＥ支店の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記載されて

おらず、整理番号にも欠番が見られない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和24年６月から25年８月まで 

② 昭和25年９月から27年８月まで 

厚生年金保険加入期間について社会保険事務所へ照会したところ、①の申

立期間のＡ事業所は加入記録が無い、②の申立期間のＢ事業所は厚生年金保

険適用事業所名簿に該当事業所が無い旨の回答をもらった。 

しかし、私は、申立期間において両事業所に勤務していたので、厚生年金

保険被保険者期間と認めて、厚生年金保険の年金額を少しでも増やしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所の記録によると、Ａ事業所は昭和 32

年２月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、元同僚の供述から

申立人が当該事業所に勤務していたことは推認することができるものの、申立

人が、申立期間①に厚生年金保険への加入及び厚生年金保険料の控除の事実を

確認できる関連資料は無く、事業主からの供述も得ることはできない上、当該

同僚からも保険料控除についての有力な供述は得られない。 

また、申立期間①について、社会保険事務所が保管している当該事業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、健康保険被保険者番

号に欠番は無い。 

さらに、申立期間②について、Ｂ事業所は、公立で現在Ｃ事業所に統合され

ており、申立期間②は社会保険事務所保管の事業所名簿において厚生年金保険

の適用事業所としての記録は無く、当該事業所は厚生年金保険の適用は確認で

きずと回答しており、申立人が申立期間②の厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月１日から 43 年３月１日まで 

昭和 42 年４月１日から 43 年２月 28 日にかけて勤務していた、Ａ事業所

での厚生年金保険の加入期間の記録がない。 

申立期間当時は、臨時職員として勤務し、Ｂ駅で小荷物の受渡し、Ｃ駅で

改札案内の仕事をしており、昭和 43 年３月からは、Ｄ駅で踏切保安係とし

て勤務することとなった。 

申立期間当時にかけていた失業保険被保険者証もあり、勤務していたこと

は間違いなく、厚生年金保険にも加入していたので、厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務していた

ことは確認できるが、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、Ｅ法人からの回答書によると、当時のＡ事業所では、試用員や臨時雇

用員に対して、職員に適用された共済組合員の資格が付与されておらず、厚生

年金保険への加入は事業所単位の裁量に委ねられており、Ｅ法人において、申

立人が申立期間、厚生年金保険に加入していたか否かは確認できないとのこと

であった。 

さらに、申立人と同時期に入社した複数の同僚についても、申立人と同様、

共済組合加入前の期間において、厚生年金保険の加入記録が見当たらない。 

加えて、社会保険事務所の保管するＡ事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を確認したところ、申立人の氏名は無く、申立期間において欠番も見ら

れない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28 年３月から 30 年 10 月まで 

Ａ事業所に勤めていた申立期間の厚生年金保険加入期間について照会し

たところ、該当記録が見当たらないとの回答であった。私は、同事業所がＢ

市町村で工事を行っているときに採用され、潜水夫のポンプを押す仕事をし

ていた。申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間において、申立人がＡ事業所が行う工事の現場に勤務していたこと

は、申立人の具体的な勤務の記憶及び申立人がポンプを押していた潜水夫の供

述等から推認することができる。 

しかし、社会保険事務所が保管するＡ事業所の被保険者名簿には申立期間に

おいて整理番号に欠番が無く、申立人及び同時期に同じくポンプを押していた

とする同僚の氏名も見当たらない。 

また、Ａ事業所には、当時の人事記録及び賃金台帳等の資料が無く、同僚等

から、申立人が厚生年金保険料を控除されていたとの供述も得られず、申立期

間において、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年４月１日から同年７月11日まで 

② 昭和57年１月18日から同年５月６日まで 

③ 昭和57年10月22日から58年１月29日まで 

社会保険事務所においてＡ事業所での４回の勤務について厚生年金保険

加入期間照会申出書を提出したところ、辞令の期間より厚生年金保険の加入

期間が短いことに納得がいかない。講師の時に担任を持っていたので常勤だ

った。給与明細書等の資料は残ってないが、辞令を受けたときから常勤とし

て勤務しており厚生年金保険加入前と加入後で待遇が変わったことはない

ので記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③について、社会保険事務所が保管する当該事業所の被

保険者原票において健康保険被保険者整理番号に欠番は見られず、申立人は申

立期間②及び③について国民年金に加入し国民年金保険料を完納している。 

また、申立人の当該事業所における雇用保険被保険者記録は厚生年金保険被

保険者記録と一致しており、申立期間①、②及び③については加入記録が確認

できない。 

さらに、申立期間②について、当該事業所から、申立人が所持している３枚

の辞令の任用期間がいずれも２か月以内であるため厚生年金保険法第 12 条第

２号の趣旨から厚生年金保険には加入させていないとの回答が得られた。 

加えて、申立期間①及び③について、当該事業所から「申立人が所持してい

る辞令の任用期間では２か月を超えているが、産休代替の任用の場合、産前６

週間、産後８週間が任用期間となり、いずれも２か月を超えないため厚生年金

保険には加入させない。辞令は後追いで発行され、辞令に記載する任用日は産

前の任用日にさかのぼるため、結果として産前産後の期間を含めて２か月を超

えたものが残っていると考えられる。」との回答が得られ、申立人はこれに該

当し、産前産後の期間、いずれも２か月以内であり、厚生年金保険に加入させ

ていなかったと推認することができる。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



和歌山厚生年金 事案 165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：   女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年８月 15 日から 51 年４月 30 日まで 

昭和 50 年８月 15 日から 51 年４月 30 日までＡ事業所で勤務していた。 

当該期間において給与から厚生年金保険料が天引きされていたかどうか

は不明であるが、勤務していたことは確かであり、当該期間について厚生年

金保険被保険者期間であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所は、申立期間当時に勤務していた従業員への調査から申立人の在籍

は確認できると回答していることから、申立人が、同事業所に勤務していたこ

とは推認することができるものの、在籍期間までは推認することはできず、同

社には、申立人の在籍期間を確認できる資料は無い。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、同僚等の供述も得ら

れず、ほかに控除されていたとする周辺事情も見当たらない。 

さらに、社会保険事務所が保管している職歴審査照会回答票には、申立期間

における整理番号に欠番は無い。 

加えて、申立人の申立期間に係る雇用保険被保険者記録は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


